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安倍総理が渡る危険な橋  
安倍内閣はアメリカの意志で動いている。 

集団自衛権、秘密保護法、安保法制、そして来年の参院選後の憲法第 9条改正、、これ

らは総て過去の米国からの対日年次改革要望書、特に 2012年以降のジョセフ・ナイ対日

超党派報告書及び第三次アーミテージ・ナイレポートの踏襲に他ならない。小泉内閣の郵

政民営化関連法決議（約七十数件）が当時のブッシュ大統領からの提案を 100%踏襲した

のと同じである。 

新安保法制で自衛隊の海外派兵の自由度を高めたのは自衛隊の南シナ海での対中監視

活動を要望する米国に応える為であった。安倍総理は自衛隊の海外派兵拡大を国会で決議

する前の本年 5 月訪米時アジアの広域海洋への自衛隊派兵を米国に約束し、安保法制国

会決議後 11月 19日マニアでの APECサミットでオバマ大統領に南シナ海での米海軍の

中国人工島周辺 12カイリ内航行の自由作戦への自衛隊参加を検討すると述べた為、菅官

房長官が慌てて否定する場面があった。安倍総理の南シナ海自衛隊進出表明後、米政府は

わざわざ自衛隊に最新鋭の無人偵察機（グローバル・ホーク）を 3機、約 12億ドル（約

1,500億円）で売ることになったと発表した。自衛隊に偵察能力が無いことを理由に自衛

隊の南シナ海派兵を回避、アメリカの責任に追従しようとする官僚代表の菅官房長官と簡

単に米国に乗せられる安倍総理の姿が浮き彫りになった。日本に中国脅威論を煽りながら

日本を再軍備化に誘導し日米安保の責任から逃れようとするアメリカ。 

グローバル・ホーク 1,500億円を払わされた挙句の果て、将来さらに対中緊張を高める

為に自衛隊を南シナ海へ派兵する羽目になった。米国の威を借る日本官僚の望みは見事に

振り切られた。1992 年以来インド・米国間でインド洋ベンガル湾においてマラバールと

言う名の定期軍事訓練が行われている。2007 年自衛隊が招待されて参加したところ日本

は中国から強い抗議を受けた。本年 10 月 14 日のマラバールに自衛隊が参加、米国の勧

めで日本は今後定期参加を決めたことから中国から日本は意図的に中国を挑発している

と抗議された。豪州は中国の海洋進出の脅威拡大に対抗する為来年 12隻の潜水艦を建造

する為米国の勧めで日本の特殊技術供与を条件に史上最高額 500 億豪ドルの発注を日本

の旧軍閥（三菱・川崎重工）に出すことが内定した。米国は中国と二大国関係で手を組み

ながら一方日本やインド、豪州等米国同盟国に中国脅威を煽り、日本に対中軍事包囲網を

構築させようとしている。ジョセフ・ナイやアーミテージは NSC（米国家安全保障局）

のオピニオン・リーダー。米中二大国関係と日中戦争推進論者である。米国の利益の為に

安倍総理は日本犠牲の危険な橋を渡ろうとしている。 
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増田俊男の小冊子、売り切れ間近！ 
『沈むアメリカ、浮上する中国、そして日本の行く末』Vol.74 
現在増田俊男の小冊子 Vol.74『沈むアメリカ、浮上する中国、そして日本の行く末』が打ち切れ間近で
す！今回の内容は、＊楽して得取る（ごまかし）時代の終わり＊浮上する中国、BRICs 経済＊日本は再
生出来るか＊あるべき資産ポートフォリオ、それは金（ゴールド）のみ！等です。詳しいご案内、お申込み
については増田俊男事務所（Tel：03 3955-6686、HP：www.chokugen.com ）まで。 


